
 

次世代育成支援対策施設整備事業（国庫補助事業）の概要 

 

１．対象事業 

社会福祉法人、医療法人、ＮＰＯ法人等が設置する児童福祉施設や障害児支援施設について、改修等の施設整備

を行う事業に対して補助を行うもの。 

 

２．対象施設 

・障害児入所施設、児童発達支援センター、児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所 

 

３．整備区分 

・創設（新築） 

・改築 

・大規模修繕等（改修、耐震化整備等） 

・増築 

・増改築 

・拡張 

・スプリンクラー整備等 

 

４．対象経費 

児童福祉施設や障害児支援施設等の創設、改築、改修事業等に必要な経費 

（１）工事費 

（２）工事事務費（設計管理費）（工事費の２．６％以内） 

※土地の造成費、外構工事、備品整備に係る経費等は補助対象外 

※スプリンクラー整備事業は、工事事務費は補助対象外 

 

５．補助基準額 

別紙の「補助基準単価」のとおり（令和７年度単価は国から示されていないため、令和６年度単価を参考掲載。） 

 

６．補助率 

国１／２、県１／４（事業者負担１／４） 

 

７．その他 

○事業を実施するには、事業計画の適格性について国庫協議を行い、国庫補助内示を受けることが必要です。 

○国庫協議を行う前には、県の社会福祉事業審査会、社会福祉審議会において、事業計画が審査され、了承される

必要があります。 
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次世代育成支援対策施設整備事業（国庫補助事業）における留意事項 

 

１ 国庫協議までの流れ 

 ・令和７年度の鳥取県の予算措置については、県の制度上、令和６年１０月までに予算要求をする必要があるため、実

施希望及び所要額調査の回答期限までに必要金額のあたりを付けておく必要がある。（１０月までに連絡がない場合

県の予算措置ができない可能性がある） 

・国庫協議を行う前には、県の社会福祉事業審査会、社会福祉審議会において、事業計画が審査され了承される必

要があるため、例年２月開催の県の社会福祉事業審査会、社会福祉審議会までに金額・事業計画・図面等を固めて

おく必要がある。 

・国庫協議については、令和７年２月を予定しており、国庫協議後の事業計画の変更、設計図面の大幅な変更、は再

協議が必要となるため、認められない場合がある。（国庫協議は事業計画が固まっているという前提で実施する） 

 

 

２ 制限について 

・補助金の交付要綱「第５条（５）補助対象事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど、

県が行う契約手続きの取扱いに準拠しなければならない」とあるため、県の契約手続きの方法を準拠することが必要。

（一般競争入札や指名競争入札等により契約締結が必須） 

 ・補助金を利用して建てた施設について、財産処分の制限がかかる。 

＜財産処分の制限について＞ 

補助金を利用して建てた施設は、耐用年数が経過するまでに、知事の承認を受けないで補助金の交付の目的

に反して使用し、譲渡し、交換し、貸け付し、担保に供し、取り壊し又は廃棄してはならない。 

 （例）補助金を利用して建てた施設がもともと生活介護であったものを放課後等デイサービスに変更する場合、財

産処分の手続きを受ける必要がある。 

（１）処分の制限年数…厚生労働省大臣が別に定める期間（＝耐用年数）（例：木造２２年） 

（２）補助金返還額…（例：補助金額×（（耐用年数―経過年数）/耐用年数）） 

  【補助金額１０，０００千円 耐用年数２２年 経過年数９年の場合10,000 千円×（13 年/22 年）≒5,910 千円】 

 

 

３ 補助金対象外経費 

対象外経費については、補助金の算定基準額から除外する。 

対象外経費例：日中一時支援の提供場所、土地の造成費、外構工事、備品（消火器、壁掛けエアコン、郵便受け等取

り外しが可能なもの） 
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重度障がい児者及び強度行動障がい児者利用施設基盤整備事業の概要 

 

１．目的 

重度障がい児者及び強度行動障がい児者を受入れる社会福祉法人等が行なう施設整備に対して助成を行うことによ

り、重度障がい児者及び強度行動障がい児者の受け入れ先の確保、保護者の負担や不安の軽減並びに重度障がい

児者及び強度行動障がい児者の支援体制の充実を図ることを目的として交付する。 

 

２．事業内容 

（１）重度障がい児者利用施設基盤整備事業 

生活介護事業所、共同生活援助事業所（グループホーム）、短期入所事業所、放課後等デイ事業所において、重

度障がい児者を受け入れるために必要な施設の整備を行う社会福祉法人等に対して整備に必要な経費の助成を

行う。 

（2）強度行動障がい児者利用施設基盤整備事業 

強度障がい児者の受け入れを前提として、施設整備をする社会福祉法人等（すべての障害福祉サービスが対象）

に対して整備に必要な経費の助成を行う。 

 

３．補助対象 

次世代育成支援対策施設整備交付金交付要綱の別表における対象経費。 

対象経費における工事費及び工事事務費は、国庫補助に係る協議における対象経費の実支出予定額を限度とする。 

 

４．補助額 

次世代育成支援対策施設整備事業の国庫補助金の国庫補助対象経費から、国要綱の補助基準額に４／３を乗じた

額を除いた額の１／２（但し、国庫補助金の県負担額を上限とする） 

 

 

※図の社会福祉施設等施設整備費は、次世代育成支援対策施設整備費に読み替えてください。 
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５．重度障がい児者の定義 

鳥取県重度障がい児者支援事業実施要綱第２条の規定による。 

第２条この要綱及び交付要綱において、「重度障がい児者」とは、次のいずれかに該当するものとする。 

（１）次のいずれも満たす者 

ア 障害支援区分（障害程度区分）４以上であること 

イ 二肢以上に麻痺等があること 

ウ 障害支援区分の認定調査項目のうち、「歩行」、「移乗」、「排尿」、「排便」のいずれも「支援が不要」（障害程度

区分にあっては「できる」）以外と認定されていること 

エ 療育手帳Ａを所持していること又はそれと同程度の知的障がいがあること 

（２）指定障害福祉サービス等の費用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第３号）において、療養介

護の対象者とされるもの 

 

６．強度行動障がい児者の定義 

鳥取県重度障がい児者及び強度行動障がい児者利用施設基盤整備事業補助金交付要綱第３条の規定による。 

第３条 この要綱において、「強度行動障がい児者」とは、次のいずれにも該当するものとする。ただし、児童にあた

っては、以下に相当する支援の度合が必要な者とする。 

（１）障害支援区分が区分４以上 

（２）支援区分認定の行動関連項目（１２項目）が１０点以上 

 

 


